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はじめに 

 

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会や、女性

の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって、男女の人権が尊

重され、急速な少子高齢化の進行、国民の需要の多様化その他の社会 経済情勢

の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現するため、国は、次世代育成支

援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号。以下「次世代法」という。）及び女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女

性活躍推進法」という。）を制定し、様々な取組を進めています。 

この両法は地方公共団体を特定事業主として、次世代育成支援に対する取組

や女性の職業生活における活躍の推進に対する取組に関する行動計画の策定を

義務付けています。 

 

本市では、両法の目的実現のためには働き方の見直しや職業生活と家庭生活

の両立がともに重要であることから、「次世代法に基づく特定事業主行動計画」

と「女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画」を統合し、両計画を一体的

に進めることとしたものです。 

 

本計画では、これまでの取り組みを継続しつつ、適宜目標の見直しを行い実

行することで、性別に関わらず仕事と家庭生活の両立を図りながら、職員誰も

がそれぞれの能力を十分に発揮できる職場環境づくりを推進します。 

 

 

令和 8年 4月 1日
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１．定義  

柳川市特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、次世代法及び女性

活躍推進法に基づき、柳川市長、柳川市議会議長、柳川市選挙管理委員会、柳

川市代表監査委員、柳川市農業委員会、柳川市教育委員会、柳川市消防長が策

定する特定事業主行動計画です。 

 

 

 

２．計画期間  

本計画の期間は、令和 8 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日までの 5 年間と

します。なお、期間の途中であっても、必要に応じて内容の見直しを行います。 

 

 

 

３．計画の推進体制  

本計画が実効性のあるものとするため、年度ごとの計画の取組状況を管理す

るとともに、数値目標の達成状況の評価を行います。 

また、次世代育成支援及び女性活躍推進に関する情報を把握し、適時に職員

に対して周知を図ると同時に、人事秘書課を窓口とした職員相談に対応します。 

なお、取組状況や実績等についてはホームページへ掲載し公表します。 
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４．本市の現状  

（１）職員及び採用試験受験者・採用者の女性の割合 

本市における女性職員数の割合は、令和 7 年 4 月 1 日現在で 27.2％となって

おり、5年前と比べて増加傾向にあります。 

また、女性の採用試験受験者・採用者の過去 3 年間の割合は、受験者及び採

用者ともに 30％前後を推移しています。 

今後も女性職員の割合を高めるため、育児制度やキャリアデザインの支援、

働きやすい職場環境の周知が必要となります。 

 

表 1 職員に占める女性職員の割合 （単位：人） 

区分 2 年度 7 年度 

職員 472 463 

うち女性 123 126 

女性割合 26.1％ 27.2％ 

 

 

表 1-2 採用試験受験者と採用職員の実績                  （単位：人） 

採用者 
5 年度 6 年度 7 年度 

受験者 採用者 受験者 採用者 受験者 採用者 

一般行政職 
男性 48 3 55 5 23 2 

女性 33 3 37 5 17 2 

土木職 
男性 7 1 11 2 9 3 

女性 2 0 1 0 0 0 

保健師 
男性 0 0 - - 1 0 

女性 3 1 - - 4 1 

その他 
男性 3 2 - - 6 1 

女性 0 0 - - 1 0 

消防吏員 
男性 15 1 24 2 17 2 

女性 0 0 1 0 0 0 

合計 

男性 73 7 90 9 56 8 

女性 38 4 39 5 22 3 

女性割合 34.2％ 36.4％ 30.2％ 35.7％ 26.9％ 27.3％ 
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（２）管理職及び各役職段階に占める女性職員の割合 

 管理職における女性職員の割合は上昇傾向にあるものの、各役職段階別でみ

ると課長補佐級については減少傾向となっています。 

 管理職となるには、課長補佐級を経る必要があるため、今後、女性職員のキ

ャリア形成を支援することも重要です。 

 

表 2 管理職及び各役職段階に占める女性職員の割合        （単位：％） 

役職 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

部長級 0 0 0 11.1 11.1 

課長級 7.3 10.0 11.9 11.4 9.3 

課長補佐級 15.8 13.2 10.4 10.2 10.6 

係長級 18.5 20.5 23.4 23.8 23.1 

係長級以上 14.2 15.3 15.9 15.9 15.8 

 

 

 

 

（３）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況 

育児休業取得率については、これまで女性職員は 100％に達していましたが、

男性職員は 30％未満と低い水準でした。しかし、令和 4年 10 月の育児休業制度

の拡充を契機に男性職員の取得も増えてきており、男女ともに育児休業が取得

しやすい環境になっています。 

取得期間の分布状況では、女性職員が 1 年程度の取得が多い一方で、男性職

員は 1 か月を境に少なくなっており、長期で取得できる職場環境づくりが求め

られます。 

 

表 3-1 男女別の育児休業取得率                       （単位：人） 

区 分 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

男性取得者数 2 1 2 7 11 

男性取得率 22.2％ 7.7％ 20.0％ 46.7％ 91.6％ 

女性取得者数 3 3 1 7 7 

女性取得率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 
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表 3-2 取得期間の分布状況                         （単位：％） 

期 間 
5 年度 6 年度 7 年度 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 

1 週間未満 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1週間以上2週間未満 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

2 週間以上 1 月以下 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1 月超 3月以下 50.0 100.0 42.9 100.0 27.3 100.0 

3 月超 6月以下 0 100.0 28.6 100.0 9.1 100.0 

6 月超 9月以下 0 100.0 14.3 100.0 0 100.0 

9 月超 12月以下 0 100.0 0 100.0 0 100.0 

12 月超 24月以下 0 50.0 0 83.3 0 57.1 

24 月超 0 0 0 0 0 14.3 

 

 

 

 

（４）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率 

男性職員の配偶者出産休暇の取得率については高い水準を維持しており、今

後もこの水準を維持していく必要があります。 

育児参加休暇の取得率については、年度によってバラつきがあるものの 50％

程度が多くなっています。男性職員の育児休業取得も増えているため、特別休

暇と育児休業の両制度を周知し、ニーズに合わせた取得促進を進めていく必要

があります。 

 

表 4 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率（単位：％） 

区 分 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

配偶者出産休暇 66.7 92.3 100.0 86.7 

育児参加休暇 55.6 46.2 50.0 80.0 
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（５）時間外勤務時間 

 職員一人当たりの一月当たりの時間外勤務時間（管理職除く）の行政職では

減少傾向になっています。消防職員においても、災害に伴うものではあるもの

の近年は減少傾向となっています。 

また、一月当たりの時間外勤務上限（月 45 時間）超過者についても、年々減

少傾向となっており、ワークライフバランスの推進が進んでいます。 

 

表 5-1 職員一人当たりの一月当たりの時間外勤務時間        （単位：時間） 

区分 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

行政職 10.0 9.3 9.5 8.8 8.0 

消防（日勤） 2.3 5.9 3.0 1.6 2.6 

消防（隔勤） 4.2 4.0 7.3 6.0 4.7 

 

表 5-2 月の時間外勤務上限超過者数                （単位：人） 

区分 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

45 時間超 149 155 126 109 100 

100 時間超 4 14 5 3 1 

 

 

 

 

（６）年次有給休暇の取得 

 年次有給休暇の取得状況は消防（隔勤）を除くと上昇傾向となっています。 

また、年間 5 日以上の取得率も上昇しているなど、年次有給休暇が取得しや

すい環境となってきています。 

 

表 6-1 職員一人当たりの年間年次有給休暇取得日数（再任用除く）        （単位:日） 

職種 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 

行政職 9.22 10.13 10.04 11.74 12.08 

消防（日勤） 10.60 10.14 12.93 16.07 16.67 

消防（隔勤） 10.46 15.71 13.29 12.90 10.68 

 

表6-2 職員一人当たりの年間年次有給休暇取得日数が5日以上の状況      （単位:人） 

区分 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 

人数 397 392 416 433 446 

割合 84.6％ 83.2％ 85.2％ 88.9％ 91.0％ 
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（７）ハラスメント対策の整備状況 

職場におけるハラスメントの防止についてはパワハラ及びセクハラの指針に

より周知しています。その中で、特に管理職は良好な勤務環境の確保に努める

ことや、その相談及び苦情の申出が職員からなされた場合には、問題解決のた

めに対処することとしています。 

また、相談・苦情が職員からなされた場合に対応するため、相談窓口を設置

し問題解決に努めることとしています。 

 

 ○ハラスメント防止要綱、パワハラ・セクハラ指針の周知 

 ○ハラスメント関係研修の実施 
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５．数値目標及び目標を達成するための取組  

これまでの現状を踏まえ、次のとおり数値目標を設定します。また、目標を

達成するため、次に掲げる取組を実施します。 

 

（１）女性職員の登用拡大（女性活躍推進法） 
 
【数値目標】 

①係長級以上の女性職員の割合を 25％以上とします。 

 

【取組事項】 

①女性職員の配置に偏りがないよう、多様なポストに積極的に配置します。 

②管理職や課長補佐、係長になるために必要となる職務経験や知識の機会 

創出を図ります。 

③女性職員のライフステージに応じた支援、継続的な能力開発など、キャ

リア形成支援を強化します。 

④職員に対し、性別役割分担意識の是正についての意識啓発を行います。 

 

 

 

 

（２）育児をしやすい職場環境の整備（次世代法、女性活躍推進法） 
 
【数値目標】 

 ①男性職員の育児休業取得率 85％以上とします。 

 ②男性職員の配偶者の出産休暇取得率を 90％以上とします。 

 ③男性職員の育児参加休暇取得率を 80％以上とします。 

 

【取組事項】 

  ①自己申告書により育児休業取得の有無を把握し、人事配置を考慮するこ

とで取得しやすい職場環境の推進を図ります。 

②育児休業の制度、手続きをまとめたチラシにより制度の周知を行います。 

③職場内での人員で、休業中の職員の業務遂行が困難な場合は、会計年度 

 任用職員などによる代替要員の確保に努めます。 

④出生サポート休暇、妊娠障害（つわり）休暇などの周知を行い、妊娠中 

 などの職員の健康や安全に配慮した職場環境を推進します。 

  ⑤管理職に対する育児休業制度の周知を行い、職場で取得しやすい意識の

醸成を図ります。 
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（３）ワークライフバランスの推進（次世代法、女性活躍推進法） 
 
【数値目標】 

 ①職員一人当たりの一月ごとの時間外勤務時間を 6 時間以下とします。 

 ②時間外勤務について月 45 時間を超える職員を 80 人以下、月 100 時間を 

超える職員を 0 人とします。 

 ③職員一人当たりの年次有給休暇の年間取得日数を 15 日以上とします。 

 ④年間 5日以上の年次有給休暇取得率を 95％以上とします。 

 

【取組事項】 

  ①時間外勤務の上限を超過した職場には報告書の提出を求めるなど上限規 

制の徹底を行います。 

  ②各職場の業務内容・量の分析を行い適正な人員配置に努めます。 

③ＤＸ、業務改革による業務効率化を行います。 

④在宅勤務やテレワークの実現に取り組みます。 

⑤組織機構の見直しを図ることで、時間外勤務時間の縮減、年次有給休暇 

の取得向上に努めます。 

⑥時間外勤務の多い職員には産業医による面談を実施し、健康面の管理や 

職場への是正措置を行います。 


